
 1 / 26 

 

 

2012 年度リサーチペーパー 

 

EU 雇用政策分野における EU の正統性に関する研究： 

労使対話に基づく政策形成手法及びルクセンブルク・プロセスにおける労使パ

ートナーの参画を通じて 

  

 

東京大学公共政策学教育部公共政策学専攻 

公共管理コース２年 

飯濱玲香 

学籍番号 :51-118015 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 2 / 26 

 

目次                                        

はじめに----------------------------------------------------------------------------------------------------------3 

第１節 EU における雇用政策-----------------------------------------------------------------------------6                                              

 第１項 EU 雇用政策の展開-------------------------------------------------------------------------------6 

 第２項 EU 雇用政策の特徴-------------------------------------------------------------------------------7 

第２節 EU における正統性の問題----------------------------------------------------------------------10 

 第１項 EU の正統性に関する議論-------------------------------------------------------------------10 

 第２項 EU 政策形成過程への利益団体の参画と正統性の確保-------------------------------12  

第３節 EU 雇用政策分野における労使パートナーの参画----------------------------------------15 

 第１項 労使パートナー---------------------------------------------------------------------------------15 

 第２項 労使対話に基づく政策形成手法及びルクセンブルク・プロセスにおける労使パ

ートナーの参画---------------------------------------------------------------------------------16 

結論---------------------------------------------------------------------------------------------------------------20 

参考文献一覧---------------------------------------------------------------------------------------------------22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 3 / 26 

 

はじめに                                      

 

1980 年代後半以降、欧州統合は経済のみならず社会的側面における統合の局面を迎えた1。

経済通貨統合に向けた動きや加盟各国の失業率上昇に伴い、欧州レベルで雇用政策を実施

することへの関心が高まり、遂に雇用政策は、1997 年 10 月に調印されたアムステルダム

条約によって、EU 全体で取り組むべき課題として位置付けられた。更に、アムステルダム

条約を受けて、1997 年のルクセンブルク欧州理事会で、今日の EU 雇用政策2の中心を担う

欧州雇用戦略の実施が決定された。雇用問題は、2000 年にリスボン戦略が打ち出されて以

降、EU 経済・社会成長戦略の主要課題として位置づけられている。そして、現在では、欧

州雇用戦略はリスボン戦略の後継である Europe2020 の一部として組み込まれている。 

EU で新たに政策が着手される際、政策を担う機関としての EU の正統性が度々問題とし

て議論される。今日では、EU 加盟国を始め多くの国家が国家の正統性の根拠として民主主

義という方法を用いている。しかし、民主主義の赤字が指摘される EU では、EU 加盟国の

政策の多くは EU レベルの政策決定を起源としているにも拘わらず、EU 加盟国の国民が

EU の政策に対して直接かつ効果的に意思を伝える仕組みは存在しない。正統性の根拠が必

ずしも民主主義である必要はないが、もし民主主義によって正統性が十分に確保できない

のであれば、EU は他の方法で正統性を確保する必要があるだろう。 

EU は、民主主義制度強化の他に、企業や労働組合、NGO など様々な利益団体を政策形

成過程に参画させることで正統性を確保しようとしている。中村（2005）が「多次元的ネ

ットワーク・ガバナンス」として指摘するように、EU では、EU・加盟国・地方レベルが

複雑に絡み合う多次元的な政策形成及び実施過程において、諸利益団体の参画が慣習的に

行われており、利益団体と EU 諸機関の間に制度化されたネットワークが存在している。

このように利益団体による利益代表活動が EU で高度に制度化されている背景には、EU で

は利益団体の参画が、利益団体側の目的達成手段等としてのみならず、EU がその正統性を

高めるための政治的な手段として用いられているという事実がある。EU における利益団体

参画の歴史は古く、特に Business Europe3や European Trade Union Confederation

                                                   
1 欧州レベルで雇用を含む社会政策に取り組もうとする動きは、1980 年代後半から本格化する。例えば、

1987 年の単一欧州議定書発効後にドロール欧州委員長のイニシアチブで特定多数決の対象となり得る新

たな社会条項をマーストリヒト条約に挿入しようとした。その結果、1993 年に発効されたマーストリヒト

条約によって、「社会政策協定」が条約の付属議定書として導入された。なお、マーストリヒト条約で、旧

EU 条約第２条に「とりわけ域内に境界なき領域の形成と、経済的･労使結束の強化とそして究極的には本

条約の規定に従い単一通貨の導入を含む経済通貨統合の構築とを通じて、経済的･労使進歩と高水準の雇用

を促進し、バランスのとれ、持続可能な発展を達成すること」が EU の至高の目的であると述べられた。

（ブランパン（2003）、p.92） 
2 EU 機能条約（旧 EC 条約）で「雇用」と題された諸項目は欧州雇用戦略を対象としたものであるが、

後述するようにアムステルダム条約以前にも労働者の自由な移動に関する政策が EU レベルで施行されて

いた点や 1990 年代頃から EU 雇用政策と社会政策と直接結びついて実施されるようになった点を踏まえ、

本研究では欧州雇用戦略以外の政策手法を用いて策定されたものも EU 雇用政策とする。 
3 Business Europe は、欧州レベルの産業雇用主団体である。かつて UNICE（欧州産業雇用主団体連合）

の名前で知られていた、1958 年に設立された１国レベルの連合体を会員とするロビー団体のことである。
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（ETUC）4などの EU レベルの利益団体は、欧州統合初期からその政策形成に携わってき

た。 

本研究が対象とする EU 雇用政策分野においては、労使パートナー5と呼ばれる労使交渉

に関わる利益団体の参画が一部公式に認められている。労使パートナーとは、その名の通

り、広く労使の代表者を示す用語としてヨーロッパでは使われている。現在、EU 雇用政策

では、通常の立法過程6に加えて労使対話7に基づく政策形成手法及びルクセンブルク・プロ

セスという政策協調手法を用いて政策形成をしており、後者２つの手法においては、欧州

労使パートナーの参画が公式に認められている。 

本研究は、EU 雇用政策分野において公式に認められている労使パートナーの参画が、

EU の正統性の確保に如何に貢献し得るのかを明らかにすることを目的とする。雇用政策分

野は他の政策分野と比べて加盟国の権限が強い政策分野であると考えられるが、それでも

EU レベルで政策関与がある限り EU は加盟国の政策に多かれ少なかれ影響を与え、加盟国

の権限を制限し得るものであると考えられる。そのため、雇用政策分野においても EU の

正統性の確保は必要である。また、欧州雇用戦略を中心に展開される現在の EU 雇用政策

は、質の高い仕事を提供する労働市場により多くの人を統合させることに注力しており、

積極的労働市場政策、量・質両面における高い雇用、バランスの取れた労働市場の柔軟性

と労働者の保護を特徴とする。このような EU 雇用政策においては、加盟国間以上に労使

団体間の主張の違いが争点となることが多く、その観点から労使パートナーは EU 雇用政

策の政策形成における一定の役割を果たすと考えられる。 

本研究では、以下のプロセスによって、EU 雇用政策分野における EU の正統性にどのよ

うな影響を与えるかを明らかにする。まず、第１節で、欧州雇用戦略を中心とする EU 雇

                                                                                                                                                     
2011 年では 35 カ国から 41 の連合体が正会員として加入している。Business Europe は欧州におけるビジ

ネス利益団体の中で最も包括的な団体である。なお、７つある政策委員会のうちの１つが Social Affairs 

Committee であり、社会政策や雇用政策に関する問題を扱っている。 
4 ETUC は、1973 年に設立された、欧州レベルの労働組合連合である。欧州 36 カ国の 82 国内組織と 11

の産業別連盟から構成される（←確認）。ETUC は、EU 諸機関の中では欧州委員会、その中でもとりわけ

雇用・社会問題総局（Employment, Social Affairs and Inclusion）との間に最も緊密な関係を築いている

とされる。 
5 本文で用いる「労使パートナー」という言葉は、EU 機能条約（Treaty on the functioning of the European 

Union）の英語版では social partners、フランス語版では les partenaires sociaux と記されている。日本

の EU 関連の論文では「社会的パートナー」と称されることが多い。しかし、“social”という言葉はフラ

ンス語で“労使の”という意味があり、EU 条約が示す les partenaires sociaux を構成する団体の実体が

労使団体であることや les partenaires sociaux が社会政策関連項目のみで使用されていることを考慮し、

本研究では「労使パートナー」と訳すこととする。 
6 ここでの立法過程とは、EC 法の二次的法源の分野におけるものを指す。EC 法には一次的法源と二次的

法源がある。一次的法源とは、加盟国が共同体の設立を目的として相互の間に締結した条約、議定書およ

びそれらを改正する条約のことであり、単一欧州議定書やマーストリヒト条約などがその例である。一次

的法源においては、全ての加盟国の批准を必要とするため、国際協定と同様の方法が取られる。一方、二

次的法源とは、EU の機関が条約に付与された権限の下で立法する法令のことを指す。二次的法源は、欧

州委員会によって立案され、時に欧州議会との協議に基づき閣僚理事会によって制定される。 
7 「労使対話」という言葉も、日本の EU 関連の論文では「社会対話」と称されることが多い。しかし、

フランス語版で“sdialogue social”と記されており、その実態は労使対話であることから労使対話と訳す

ことにする。 
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用政策を概観し、労使パートナーが EU 雇用政策における直接的な利害関係者となり得る

ことを明らかにする。そして、第２節で、EU の正統性の確保に関する議論を概観し、EU

における利益団体の参画が一般的に EU 政策形成及び EU の正統性の確保に貢献し得るこ

とを示す。第３節では、労使パートナーの中でも欧州労使パートナーに分類される労使団

体の特徴を示した後、労使対話に基づく政策形成手法及びルクセンブルク・プロセスにお

ける欧州労使パートナーの参画の様態を明らかにする。なお、第３節で述べるように、欧

州労使パートナーとは、労使パートナーの中でも労使対話に基づく政策形成過程及びルク

センブルク・プロセスにおける成長と雇用のための労使サミットへの参加が認められる労

使関連利益団体のことを指す。 

EU 雇用政策分野の政策形成過程に関する先行研究は、欧州雇用戦略のルクセンブルク・

プロセスに用いられる OMC という新たな政策協調手法について論じた文献が多い8。例え

ば、Bursens（2009）は、ルクセンブルク・プロセスという政策協調手法の正統性につい

て、正統性を６つの要素に分解して評価している。また、ETUC などの EU 雇用政策分野

における利益団体の参画に関しては、EU 政策形成及び実施過程における政体との関連で述

べられることが多い9。その他、網谷（2008）は、「ヨーロッパ社会モデル」の言説の展開

を概観し、言説の安定性・継続性について、その制度的な基盤を欧州委員会や議長国が作

成する政策文書に関与する学者・専門家の役割に注目して明らかにしている。中野（2010）

は、EU 雇用政策分野で労使パートナーの参画が公式に認められている労使対話について、

当該制度が欧州社会統合促進のためのコーポラティズム型制度として立案されたことを示

した。 

しかし、労使パートナーの EU 雇用政策形成過程への参画と EU の正統性を正面から扱

った先行研究は少ない。2009 年 12 月に発効されたリスボン条約によって、EU は加盟国シ

ステムの多様性を考慮に入れて EU レベルでの労使パートナー役割の認知及び促進する

（EU 機能条約 152 条）との規定が設けられ、労使パートナーは公式にその役割が認められ

た。また、リスボン条約では、成長と雇用のための３者労使サミット（Tripartite Social 

Summit for Growth and Employment）が労使対話に貢献するものとして定め（EU 機能

条約 152 条）、労使対話に基づく政策形成手法のみならず同サミットも労使パートナーの参

画の場として公式に認められた。このように近年改めて公式にその重要性が認められた労

使パートナーの EU 政策形成過程への参画の意義を EU の正統性の観点から改めて考察す

ることは、今後の社会的側面における欧州統合における EU の正統性を考える上でも大切

である。 

 

 

 

                                                   
8 例えば、Nedergaard（2006）や Régent（2002）、Borras and Jacobsson（2001）など。 
9 例えば、Greenwood(2007)や中村（2005）など。 
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第１節 EU における雇用政策                                    

 

 本節では、EU 雇用政策の展開及び EU 雇用政策の特徴を概観することで、EU における

雇用政策の位置づけを明らかにする。そして、欧州雇用戦略を中心に展開される現在の EU

雇用政策では、加盟国のみならず労使間での合意が政策形成及び実施のために重要である

ことを示す。 

 

第１項 EU 雇用政策の展開                               

 

1957 年のローマ条約調印以降、労働者の自由な移動に関する問題は欧州レベルで取り組

まれていた。しかし、欧州レベルでの雇用問題を含む社会政策への関心が高まったのは、

経済分野における統合の深まりが見られた 1980 年代後半である。1987 年の単一欧州議定

書発効後、1989 年に「労働者の基本的社会権に関する共同体憲章」がイギリスを除く加盟

国の間で採択された。これは法的拘束力を持つものではないが、労働者の移動の自由や労

働条件の改善、雇用と賃金などについて、加盟国が必要な措置を取ることを定めたもので

ある。その後、ドロール欧州委員長のイニシアチブでこの社会憲章をマーストリヒト条約

に挿入しようとしたが、イギリスのサッチャー政権による反対のため、1993 年に発効され

たマーストリヒト条約では同条約の付属議定書である「社会政策協定」として導入された。

この際、イギリスはこの議定書と協定を受け入れないこと（オプト・アウト）が認められ

た。また、1990 年代前半は、その後の EU 雇用政策の準備段階としての動きが見られた。

例えば、当時の深刻な失業問題を受けて 1993 年に『成長、競争力、雇用－21 世紀に向け

ての挑戦と進路』（ドロール白書）が発表された。同白書で提示された積極的労働市場政策

や内部労働市場10の柔軟化という考え方は、その後の欧州雇用戦略に引き継がれる。更に、

1994 年のエッセン欧州理事会で導入されたエッセン・プロセスは、ルクセンブルク・プロ

セスの前身となる政策協調手法であり、条約上の規定はないが事実上この頃から EU では

既に雇用政策における各国の政策協調が行われていた。 

1997 年に調印されたアムステルダム条約で、遂に雇用がイギリスを含む全加盟国を対象

に EU 全体で取り組む問題として規定されることになった。同条約によって、「高水準の雇

用の促進」が初めて EU の目的として盛り込まれ、「雇用」と題された諸条項が設けられた。

その後、アムステルダム条約に設けられた雇用条項の内容を実現するため、1997 年 11 月

のルクセンブルク欧州理事会で欧州雇用戦略の実施が決定された。欧州雇用戦略は、現在

EU の中心的な雇用政策であり、後に OMC として確立される法的拘束力のない政策協調手

法を用いたルクセンブルク・プロセスの下で行われている。 

その後、雇用問題は EU の経済・社会成長戦略であるリスボン戦略やその後継戦略とさ

                                                   
10 内部労働市場とは、ひとつの企業内に存在する労働市場を指す。一方、外部労働市場は、企業間・企業

外の労働市場のことを意味し、人々は様々な労働条件のもとで企業間を異動する。 
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れる Europe2020 における主要なテーマとして扱われるようになる。リスボン戦略とは、

2000 年に打ち出された EU の経済・社会成長戦略であり、EU が「2010 年までに、持続的

な経済成長と、量・質両面でのより高い雇用及び、より確固たる社会的結束が可能な、世

界で最も競争力のあるダイナミックな知的経済となること」を目標とされている。当初、

経済、雇用、社会的結束の３つが中心課題として据えられていたが、2005 年の中間見直し

によって成長と雇用に戦略の焦点が絞られた。リスボン戦略の終了に伴い、2010 年３月に

Europe2020 という新たな成長戦略が打ち出された。Europe2020 では、「EU を知的で持続

的で包摂的な経済にし、高水準の雇用、生産性及び社会的結束をもたらすこと」が目標と

されている。EU の経済・成長戦略において雇用の重要性が認識されるとともに、欧州雇用

戦略自体も戦略の一部として組み込まれるようになる。リスボン戦略中間見直しを受けて、

2005 年以降、欧州雇用戦略の方向性を示す雇用ガイドライン（Employment Guidelines）

は、リスボン戦略のための「成長と雇用のための統合ガイドライン（Integrated Guideline 

for Growth and Jobs）」として、包括的経済政策ガイドライン（Broad Economic Policy 

Guidelines）と一体化して提出されるようになった。同様の統合ガイドラインは

Europe2020 でも作成されている。 

EU 雇用政策は、経済政策と社会政策のいずれとも深い結びつきを持っており、現在では

両者を結び付ける役割を担っていると考えられる。但し、各々の関係性は対等なものでは

なく、社会政策を包括する雇用政策が経済政策に従属する形で実施されている。経済政策

と雇用政策の関係性は、アムステルダム条約で EU の雇用政策は包括的経済政策ガイドラ

イン11と整合性の取れた方法で実施される（EU 機能条約 146 条／旧 EC 条約 126 条）こと

が定められたことからも、雇用政策はあくまでも経済政策に準ずるものであることが窺え

る。濱口（2012）は、リスボン戦略の中間見直し以降に作成されるようになった統合ガイ

ドラインにおいても、雇用ガイドラインの扱いは包括的経済政策ガイドラインのそれと対

等ではないと指摘する。一方、雇用政策と社会政策の関係性に関しては、EU では高水準の

雇用を促進することが社会的結束につながるという考え方が存在しており、雇用政策と直

接結びついた形で社会政策が展開されている。実際に、第２期欧州雇用戦略の３つの目標

のうちのひとつは社会的結束の強化であり、Europe2020 においても高雇用経済

（high-employment economy）が社会・経済・地域的結束をもたらすと考えらえている。 

 

第２項 EU 雇用政策の特徴                            

 

EU 雇用政策の中心は欧州雇用戦略にある。以下では、EU 雇用政策の特徴を捉えるため

に、欧州雇用戦略の特徴について述べる。1998 年から 2002 年の第１期欧州雇用戦略では、

                                                   
11 包括的経済政策ガイドラインとは、欧州通貨同盟（EMU）における金融政策と為替相場政策以外の経

済政策を行うための指針であり、その背後には経済通貨同盟の存在がある。 
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①雇用確保力（employability）12を高める、②起業家精神を発展させ雇用を創造する、③

使用者と労働者の適応能力を高める、④男女機会均等のための政策を強める、という４つ

の柱を中心に１年間のサイクルで政策協調プロセスが実施されていた。その後、５年間と

いう期間を経て 2002 年に見直しがなされ、2003 年からは第２期欧州雇用戦略が開始され

た。第２期欧州雇用戦略では、フル就業（full employment）13、仕事の質と生産性の改善、

社会的及び地域的な結束の強化の３つが全体の目標とされた。これらの目標は、リスボン

戦略の影響を受けた内容である14。 

欧州雇用戦略を主とする EU 雇用政策の特徴としては、以下の３点が挙げられる。まず、

EU 雇用政策は積極的労働市場政策を採用している。つまり、雇用確保力やフル就業という

目標に表れるように、EU 雇用政策は、失業者などの職に就いていない状態にある人に対し

てどのように失業給付や福祉給付を行うかではなく、職業訓練などを通じていかにそのよ

うな人々を職に就かせるかという観点から雇用政策を捉えている。次に、第２期欧州雇用

戦略の“仕事の質と生産性の改善”という目標に表れるように、量・質両面でのより高い

雇用を追求している点である。これは、就業率が高くても仕事内容は生産性の低い低賃金

の仕事ばかりであるというワーキング・プア（working poor）の存在を問題視し、より多

くの人に対してより生産性の高い高賃金の仕事を確保していくことを目的とする。最後に、

労働者の保護ではなく労働者の参加に重点が置かれ、この観点から雇用の安定と労働市場

の柔軟化を図っている点が挙げられる。1993 年に発表されたドロール白書で外部ではなく

内部労働市場の柔軟化が示され、この考え方は第１期欧州雇用戦略の適応能力を高めると

いう目標に反映された。内部労働市場の柔軟化は、解雇という方法ではなく、一定の保護

を加えたパートタイムなどの非正規雇用の積極的な活用や労働時間の弾力化、企業内訓練

などの政策を実施することで企業内の労働力調整し、安定性を伴った労働市場の柔軟化を

図るものである。この際、EU は、使用者と労働者の対話を通じて、労働組織の改革が行わ

れることを期待している。雇用の安定と労働市場の柔軟化のバランスは、現在、フレキシ

キュリティ（flexicurity）という言説の中で図られている。フレキシキュリティは、柔軟性

を意味するフレキシビリティ（flexibility）と安定や保障を意味するセキュリティ（security）

                                                   
12 雇用確保力とは、雇用され得る能力のことである。積極的な職業訓練や教育訓練を行うことで、若年失

業者や長期失業者の雇用確保力を高め、彼らを仕事に就かせようとする。ここでは、職業訓練や教育訓練

の他に、失業保険や公的扶助の減給や給付制度の見直しに関しては、失業保険給付と職業訓練をセットで

行うなど、失業保険や公的扶助といった給付額や給付制度の見直しが行われる。 
13 フル就業とは、非自発的失業がない状態という旧来の完全雇用とは異なり、早期退職制度や雇用確保力

の不足、失業保険や公的扶助の受給などの理由から非労働力化している人々を労働市場に再参入させるこ

とを指す。フル就業という用語の登場は、EU の雇用問題における問題意識が、単に構造的失業問題を解

決することではなく、より多くの被就業者を労働市場に統合することへと変化したことを示している。こ

のため、フル就業という用語が初めてリスボン戦略で使われて以降、EU では失業率の低下に留まらず就

業率の向上が目指されている。 
14 例えば、フル就業は、リスボン戦略で初めて用いられた用語である。また、仕事の質と生産性の改善に

関しては、リスボン戦略において「量・質両面でのより高い雇用」が目標とされたことを受けて設定され

た。更に、社会的及び地域的な結束の強化についても、リスボン戦略において「社会的結束の強化」が目

標とされたことを受けてのものである。 
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が合わさって作られた造語であり、ゴールデントライアングルと呼ばれる労働市場の柔軟

化、高水準の社会保障、積極的労働政策の３つの要素から成り立つデンマークの政策をモ

デルとしているとされる。しかし、フレキシキュリティを巡る議論の中では、雇用保護規

制の緩和というこれまで EU で否定的に見られてきた主張が改めて提起されており、労使

間の対立も垣間見られる15。 

以上のような欧州雇用戦略の特徴を考慮すると、欧州雇用戦略では、とりわけ安定性を

伴った労働市場の柔軟化に関して、加盟国間だけでなく労使間の主張の違いが重要な対立

軸となり得る。言い換えると、労使間の合意なしで欧州雇用戦略を実施することは困難で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
15 濱口（2012）は、2006 年 11 月の「21 世紀の課題に対処するために労働法を現代化する」という題目

のグリーンペーパーで労使間の対立が垣間見えたことを明らかにしている。そこでは、労働者の保護を拡

大するという問題意識の下に作られた原案に対する UNICE（現 Business Europe）の批判を受けて欧州

委員会が原案を大きく修正した。更に、修正された内容に対して、ETUC は正規雇用を硬直的とみなして

いると反発しており、労使間の対立が伺える。（濱口（2012）、p127.） 
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第２節 EU における正統性の問題                          

 

現在の EU 加盟国の政策の多くは、EU を起源とするものである。例えば、EU 加盟国の

立法の 50％以上が EU を起源としており、更にその割合は経済や環境分野においては 75－

80％までに上るとされる16。しかし、現在の EU 政策過程では、最終的に EU レベルで決定

された政策の影響を受ける EU 加盟国の国民は、EU の政策に対して直接的に彼らの関心事

を表現する機会をほとんど持たない。また、EU によって政策に関する権限を制限された

EU 加盟国は、その他の国民国家と同様に国民の要求に対応することが出来なくなっている。

Schmidt (2011) は、これらの点において欧州統合は加盟国が伝統的な国民国家として存在

することを不可能にしていると述べる。では、EU は如何にその政体としての正統性を確保

し、政策形成に従事することができるのだろうか。本章では、EU の正統性に関する議論を

概観したのち、EU という国家でも国際機関でもない独特な政体の正統性確保において利益

団体が果たす役割について述べる。 

 

第１項 EU の正統性に関する議論                            

 

近代国家においては民主主義を通してその正統性を確保してきたため、正統性と言うと

民主的正統性の側面に焦点が当てられやすい。このため、EU の正統性の問題は民主主義の

赤字17として論じられることが多く、EU 市民の利益を代表する欧州議会の権限の強化など

によって民主主義を強化することで、EU の正統性を確保しようとする試みがなされてきた。

しかし、EU が国家ではない以上、従来の国民国家の中で発展を遂げてきた民主主義によっ

てその正統性を確保することは困難である。また、正統性は必ずしも民主主義によっての

み確保されるものではない。 

そもそも正統性とは何かに関して、Beetham (1991)は、正統性の３つの要素を合法性

（legality）、規範的正当化可能性（normative justifiability）、正当化（legitimation）に区

別し、これら３つのうちの１つでも欠けることによって正統性は失われるとした。合法性

                                                   
16 Greenwood(2007), p.6. 

17 Follesdal and Hix(2006)は、民主主義の赤字に関する論点を次の５つにまとめた。これらの事実故に

EU は民主主義の赤字が指摘される。１、欧州統合プロセスが加盟国の議会の支配力を減らし、行政の権

限を強めていること。（加盟国の政策の多くが EU の政策の影響を受けているが、EU レベルの政策形成過

程への加盟国からの参加者は、大臣など国の行政アクターによって支配されている。）２、欧州議会は加盟

国議会の支配力の喪失を補うには権限が弱すぎる。３、加盟国において EU は二次的な議論でしかないの

で、国会議員を選ぶような意味での欧州議会議員選挙は存在しない。４. EU を民主主義システムとして十

分に理解および評価、また国のそれと同一視するには、欧州議会議員選挙の有権者である加盟国国民（EU

市民）から EU は心理的に遠すぎる。５、その結果、投票者が理想とする政策選好から遠い政策の傾向が

存在する。 
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は、その政治的権力がどの程度確立された規則に基づいているかを問うものであり、規範

的正当化可能性はその政治的権限を有する機関の役割や機能が社会的に認められているか

に関するものである。また、正当化は、その機関の権力的地位が被支配集団によって承認

されるとともに、その他の正統性が確保されている機関によって認められているかを問う。

Wiercx (2011) は、EU の正統性において問題として議論されるのはこの３つの要素のうち

規範的正当化可能性であると指摘した。EU は明確な法的枠組みを有しているため合法性に

関する問題はない。また、EU は欧州議会議員の選挙を通して承認されており、更にその他

の機関からも広くその権力的地位が認識されている。一方、EU の規範的正当化可能性に関

しては、唯一の立法機関が存在せず、多次元的に公式・非公式のアクターがその政策形成

過程に参画する EU の政体故に、国家と同様に評価することは難しい。また、EU 市民とは

EU 加盟国国民の総和であり、その事実は EU 市民の市民としての身分を多様なものにして

いる。それ故、EU 市民としての共通のアイデンティティーは何かという問題が、EU にお

ける規範的正当化可能性に大きな影響を与える。民主的なプロセスの導入は、EU 市民をよ

り EU の政策形成プロセスに巻き込むことで彼らの EU に対する認識を強めることが出来

るという点において、EU に規範的正当化の可能性を与えることに一定の貢献をすると考え

られる。 

しかし、Majone (1998) のように、EU は国民国家でないし、彼らが果たすべき任務も国

家のそれとは異なるのだから、EU の正統性を民主主義、その中でも特に議会制民主主義を

用いて判断するのであれば、EU は決して正統的な機関として認識され得ないとの主張も存

在する。例えば、規制を設ける国家として EU を捉えれば、EU の正統性は政策強化の効率

性に関する効果的な業績を上げることで確保されるという考え方がある。この背景には、

EU 加盟国は、効率的な政策決定を妨げるとされる国内の民主主義的な政治体制から隔離す

るために、敢えて彼らの政策を EU に委譲するのだという主張が存在する。また、EU を政

府間機関だと考える論では、とりわけ EU に正統性の問題はないと考える。 

Scharf（1999）は、国民国家と同様の基準で EU の正統性を計るべきでないという自身

の主張の中で、正統性をインプットとアウトプットの２つに区別した。インプット正統性

とは、政治的な選択が人々の意思を反映できているかを問うものであり、この背景にはし

っかりとした集団アイデンティティーが存在していることを前提とする。しかし、EU にそ

のアイデンティティーは存在しない。そのため、Smismans（2004）は、集団アイデンテ

ィティーの代わりに直接もしくは間接的な政策形成過程への関与をインプットにおける正

統性の基準とした。一方、アウトプット正統性とは、政策過程の結果に焦点を当てた概念

である。Scharf（1999）はこれを有権者のための統治と定義したのに対し、 Smismans（2004）

は政策の成果に対する満足度と定義づけた。 

Wiercx （2011）や Bursens（2009）は、更にインプット正統性を 1. 参加（participation）、

2. 代表性（representation）、3. 説明責任（accountability）、4. 透明性（transparency） の

４つの要素に、アウトプット正統性を1. 有効性（effectiveness）、 2. 問題解決能力（problem 
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solving capacity）の２つに分類している。 

まず、インプット正統性の要素である参加とは、政策に影響を受ける利益や関心事を持

つ市民が、一連の EU の政策形成プロセスにおいて彼らの見解を表現する平等かつ効果的

な機会があるか否かを問うものである。また、代表性は、政策の影響を受ける市民の利益

が利益団体もしくは欧州議会などの民主的に指名されたアクターによって表現されること

を意味する。参加とは異なり、代表性は必ずしも市民各々が直接的な政策過程に関与する

ことを必要としない。説明責任は、EU レベルで下された決定に対して説明をすることが出

来、更にそれに対して責任を取れるように備えていることを意味する。最後に、透明性と

は、EU・加盟国・地方レベルの利害関係者である市民や市民社会団体などのアクターが、

一連の EU の政策決定過程段階で政策に関連する政策文書や情報にアクセスできるかを問

う。一方、アウトプット正統性の要素である有効性とは、EU レベルで決定された政策や

EU ガバナンス構造が上手く機能し市民の期待に沿えるかを問う。また、問題解決能力とは、

補完性の原則に関連する要素である。補完性の原則とは、政策決定は出来るだけ市民に近

いレベルでなされるべきだという考え方に基づき、地方や加盟国レベルで担う方が効率的

である政策に EU は関与しない。つまり、問題解決能力とは、地方や加盟国レベルと比べ

て EU レベルでのアプローチがよりその問題を解決につながるか否かを問うものである。 

 

第２項 EU 政策形成過程への利益団体の参画と正統性の確保                 

 

利益団体の政策過程への参画を通じた EU における利益代表活動は、高い度合で制度化

されている。中村（2005）は、EU における多次元的ネットワーク・ガバナンスの存在を

明らかにし、EU レベル、加盟国レベル、地方レベルが複雑に絡み合う EU の政策形成及び

実施過程の中で、「EU を構成する公式の機関が市民社会における「私的な」諸組織（利益

団体や NGO など）との間で、政治過程において柔軟で錯綜したコミュニケーションと相互

作用のネットワークを発展させている」ことを指摘した18。  

利益団体の参画が EU で高度に制度化されている理由は、EU の正統性を高めるための多

くの政治的目的によってそれが利用されている点にあると考えられる。EU 政策形成過程に

おける利益団体の参画は、幅広い利害関係者の利益を反映した政策の策定や、政策の利害

関係者間の合意形成、EU の政策の効力を高めるための情報獲得手段等としてその役割を期

待される。多数決支配による政治システムを用いない EU では、全ての主要な利害関係者

が損をせずに何かしらの利益を受けられるようにするための関係者間の利害調整が重要で

ある。また、規制を主とする EU の政策の影響は、比較的狭い利害関係者に集中するため、

利益団体の活動が関係者の集団的利益を追求する際の最終的な意思表現の場となる。その

ため、利益団体間の合意形成は実際に EU の政策を形成及び実施する上で重要となる。そ

して、利益団体は EU の政策の直接的な利害関係者であるのみならず、政策に関する専門

                                                   
18 中村（2005）、p.42 
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的な知識や現場の情報について精通する団体である。そのため利益団体から得られる情報

は、EU の政策担当者が政策の効果を予想するために有効である。更に、とりわけ EU 法案

の提出権を独占する欧州委員会に関しては、組織の人的資源の少なさ故に、政策の効果を

予測するにあたって利益団体からの情報を頼らざるを得ない状況が存在する。 

利益団体を政治的な目的達成手段として利用するために、EU では利害関係者に対する公

平性や利益団体の参画に関する透明性を保つための努力を行っている。より多種多様な利

益団体の参画を促すための EU 諸機関の努力として、欧州委員会によるビジネス関連以外

の資金調達力の弱い利益団体への財政的支援が挙げられる。これは、EU 政策過程への参画

団体が活動資金の豊富なビジネス関連の利益団体に偏らないようにすることを目的として

いる。具体的には、欧州委員会は労使パートナーのひとつとされる ETUC への財政的支援

を行っており、その背景には、資金面から ETUC の活動能力を高めることで労使双方の関

連団体の参画レベルを高めたいという欧州委員会の意図があると考えられる。また、欧州

委員会は EU における利益団体の参画の透明性を高めるために、2008 年 11 月に「欧州の

透明性に向けたイニシアティブ 利益代表者との関係に関するフレームワーク19」というコ

ミュニケーションペーパーを公表した。そこでは Code of Conduct という利益団体が尊重

すべき規則が設けられ、利益団体は公開性や一貫性、公正さを持った利益代表活動を行う

ことが求められた。 

このように EU では全ての利益団体に開かれた参画の機会を設ける努力がなされている

ものの、実際には EU の諸機関の政治的パートナーとして好まれる利益団体は存在する。

例えば、EU で利益代表活動を行う加盟国政府や企業、労働組合、NGO などの様々な利益

を代表する数多くの利益団体の中でも、EU 全体の方針と利益団体の利害関心とが合致して

いる場合に、団体が政策形成に及ぼす影響力は増大する。また、とりわけ超国家性及び中

立性の確保が求められる欧州委員会への利益代表活動に関しては、1 国レベルの組織や個々

の企業よりも欧州レベルの連合体組織や産業別組織の方が政策形成のパートナーとして優

遇されやすい20。EU におけるロビー活動の歴史は古く、特に欧州労使パートナーの一員で

ある Business Europe や ETUC などのヨーロッパレベルの利益団体には、欧州統合初期か

らその政策形成に携わってきた。 

EU には、その規模、構成、内容などが様々に異なる利益団体が数多く存在している。そ

の理由としては、１つの個別企業や NGO などの組織が複数の利益団体に所属していること

が多いことが挙げられる。欧州レベルの利益団体はその包括性故に政策形成のパートナー

として優遇されることが多いが、加盟諸組織の利害を調整して共通の立場としての意見表

明を行うため意思決定を行うのに時間がかかる。更に、団体の規模が大きくなればなるほ

ど個別組織の主張したい利益を必ずしも代表してくれるとは限らない。このため、企業や

NGO などの個別組織は複数の利益団体に加盟し、多方面から EU の政策に利益が反映され

                                                   
19 COM 323 final and SEC 1926 
20 中村（2005）、p.185 
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るよう試みている。 
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第３節 EU 雇用政策分野における労使パートナーの参画               

  

 本章では、欧州労使パートナー及びその EU 雇用政策分野における政策形成過程への参

画を概観する。 

 

第１項 労使パートナー                              

 

EU の雇用政策では、労使パートナーと呼ばれる利益団体が公式に政策形成に参画して

いる。労使パートナーとは、その名の通り、広く労使の代表者を示す言葉としてヨーロッ

パでは使われている。2009 年に発効されたリスボン条約で、「EU は加盟国システムの多様

性を考慮に入れて EU レベルでの労使パートナーの役割を認知及び促進する。EU は彼らの

自主性を尊重しながら、労使パートナー間の対話を促進する。（EU 機能条約 152 条）」との

規定が設けられ、条約において公式に EU における労使パートナーの役割が認められた。

労使パートナーの中でも、EU 機能条約の 154－155 条で定められている EU レベルの労使

対話に参加する EU レベルの利益団体のことを欧州労使パートナーと呼ぶ21。EU 機能条約

では欧州労使パートナーの代表性については述べられていない。しかし、欧州委員会は欧

州労使パートナーである団体を識別するための基準を 1993 年に設定した22。 

 

・EU レベルの産業横断的もしくは特定のセクター・カテゴリーに関連する団体 

・可能な限り、合意交渉能力を持って加盟国の労使パートナー構造の一部として不可欠

だと認識され、全ての加盟国を代表する、複数の団体から構成される団体 

・協議プロセスにおいて効果的な参加を確保するための適切な構造を有する団体 

 

更に欧州委員会は、上記の基準に適合する欧州労使パートナー団体のリストを定期的に

発行しており、欧州労使パートナーに含まれる団体は適宜更新される。欧州委員会の 2012

年のレポートによれば、リストには 86 もの団体が含まれ、それらの団体は次の５つのグル

ープに分類出来る23。 

 

・一般的な産業横断型団体（Bursiness Europe、ETUC、CEEP24） 

                                                   
21 European Social Partners by Eurofound: 

http://www.eurofound.europa.eu/areas/industrialrelations/dictionary/definitions/EUROPEANSOCIAL

PARTNERS.htm （最終閲覧日：2012 年 12 月 13 日） 
22 Commission of the European Community (1993), p.2. 
23 European Commission(2012)  

http://ec.europa.eu/social/BlobServlet?docId=2154&langId=en 
24 CEEP (the European Centre of Employers and Enterprises providing Public services)は、1961 年に

設立された公共企業の利益を代表する利益団体であり、Business Europe の公共セクターとして捉えられ

る。CEEP の加盟組織は EU レベルの団体であり、20 カ国における数 100 もの団体や企業、機関が参加し

ている。正会員は EU もしくは EFTA 諸国に拠点を置くが、EU 加盟国以外の企業も準会員として CEEP

http://www.eurofound.europa.eu/areas/industrialrelations/dictionary/definitions/EUROPEANSOCIALPARTNERS.htm
http://www.eurofound.europa.eu/areas/industrialrelations/dictionary/definitions/EUROPEANSOCIALPARTNERS.htm
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・特定分野の事業や労働者の利益を代表する産業横断型団体（Eurocadres25、UEAPME26、

CEC27） 

・特定団体（Eurochambres28） 

・セクター別の使用者の利益を代表する団体 

・セクターの EU レベルの労働組合 

 

欧州労使パートナーは、セクター別労使対話もしくは産業横断型労使対話いずれかの EU

レベルの労使対話に従事する。欧州委員会は、労使対話を欧州労使パートナーである労使

間の２者による対話と労使を代表する労使パートナーと欧州委員会間の３者による対話の

いずれをも含むと捉えている。これらの対話を通じたプロセスは EU 機能条約に基づき、

法的もしくは契約上拘束力を有する協定につながることがある。これは EU 雇用政策分野

の労使対話に基づく政策形成手法のひとつである。 

 

第２節 労使対話に基づく政策形成手法及びルクセンブルク・プロセスにおける労使パ

ートナーの参画 

 

現在、EU 雇用政策分野では、通常の立法過程以外に労使対話に基づく政策形成手法及び

ルクセンブルク・プロセスという２つの政策形成・協調手法が用いられる。そして、労使

対話に基づく政策形成手法及びルクセンブルク・プロセスにおいては欧州労使パートナー

の参画が公式に認められている。 

労使対話は、マーストリヒト条約の付属議定書である社会政策協定によって制度化され

た政策形成手法である。EU 機能条約第 154－155 条（旧 EC 条約第 138－139 条）の規定

に基づき、欧州委員会はその社会政策に関するイニシアチブを取る際に欧州労使パートナ

ーに助言を求めなければならず、もし欧州労使パートナーが望む場合には、彼らが自ら事

を運び協約を結ぶことが出来るように、欧州委員会は一時的に法案を提出するための準備

作業を中断しなければならない。この場合、共同体方式による立法手続きは最大９か月間

まで停止することができる。その後、欧州委員会を通じて欧州労使パートナーは彼らが協

約に至った法案を閣僚理事会に提出するかもしれないし、また、閣僚理事会はそれを指令

として成立させるかもしれない。そして、加盟国政府は労使対話によって策定された指令

の執行を加盟国政府ではなく加盟国の経営者団体と労働組合に委託することができる。リ

スボン条約発効以前は、労使対話によって政策は形成される場合には欧州議会はその過程

                                                                                                                                                     
に加盟できる。 
25 Eurocadres は、欧州レベルの専門職・管理職の労働者を代表する団体である。 
26 UEAPME (Union Européenne de l’Artisanat et de Petites et Moyennes Entreprises)は、主に中小企

業の利益を代表する経営者団体である。 
27 CEC(Confédération Européenne des Cadres) は、Eurocadres と同様に欧州レベルの専門職・管理職

の労働者を代表する団体である。 
28 Eurochambres とは、欧州レベルの商工会議所のことである。 
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から排除されていたが、リスボン条約において、欧州議会は労使パートナーの協約の状況

について知らされるという規定が設けられた。労使対話の制度化により、それまで欧州委

員会が独占していた法案の発議権と主に加盟国政府の責任であった法律の執行権を労使パ

ートナーが行使できるようになった。しかし、制度化以降に労使対話によって施行された

政策は指令および自主協約合わせて 2008 年までに６件とごくわずかである29。なお、労使

パートナーが団体交渉を開始しない、交渉が失敗する、もしくは協約規定が欧州委員会と

閣僚理事会にとって不適切と判断される場合以外は、労使対話による政策形成が実行され

るという点において、労使対話の政策形成手法は通常の立法過程に優越している30。 

一方、ルクセンブルク・プロセスにおいては、成長と雇用のための３者労使サミットへ

の参加を通じて労使パートナーの参画が公式に認められている。ルクセンブルク・プロセ

スとは、欧州雇用戦略実施のための政策協調手法を指す。1997 年 11 月のルクセンブルク

欧州理事会で欧州雇用戦略が実施された際、その手順が合意された。ルクセンブルク・プ

ロセスは、雇用政策の実施手法に関しては加盟国間の法令調和は実施せずに政策協調的な

手法を用いるというアムステルダム条約の規定（EU 機能条約第 148－149 条／旧 EC 条約

第 128－129 条）に従うものであり、2000 年のリスボン戦略以降に以下のサイクルから成

る OMC（Open Method of coordination）として確立された手法を用いる31。 

 

 １、目標達成の期限を伴う EU レベルでの政策ガイドラインの作成 

２、各国における最良の政策や実践を比較・測定するための量的・質的指標の策定（ベ

ンチマーキング）  

３、ガイドラインに沿った国別行動計画を加盟国政府が作成し、欧州委員会に提出する 

４、定期的なモニタリング、評価、見直しを通して加盟国による相互学習と圧力を促進

する 

 

 ルクセンブルク・プロセスにおいては、欧州委員会が中心となって定める雇用ガイドラ

インに沿って、加盟国政府は自国の状況に応じた国別行動計画を策定及び実施し、欧州委

員会によってその実施レビューや共同雇用レポートの作成が行われる。2005 年に改訂リス

ボン戦略が採択されて以降、雇用ガイドラインは包括的経済政策ガイドラインとともにリ

スボン戦略実施のための統合ガイドラインとして提出されるようになった。そして、2010

年にリスボン戦略が終了してからは、雇用ガイドラインは Europe2020 実施のための統合

ガイドラインの一部として作成されている。第２期欧州雇用戦略における政策協調プロセ

スの詳細は、以下の図１の通りであった。 

                                                   
29 2008 年までに育児休業（1995 年・96/34/EC）、パートタイム労働（1997 年・97/81/EC）、有期労働（1999

年・99/70/EC）が指令として、テレワーク（2002 年），労働関連のストレス（2004 年），職場のハラスメ

ントと暴力（2007 年）に関する３件は自主協約として加盟国レベルの団体協約や国内法により施行された。

（中野（2010）、p.1） 
30中野（2010）、p.3. 
31 Velluti (2010), p.144. 
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図１：第 2 期欧州雇用戦略におけるルクセンブルク・プロセス 

 

出典：Umbach (2007), p.208 より著者作成 

（*NAPs; National Action Plans, JER: Joint Employment Report, IMS: Internal Market Strategy, 

ECOFIN: Economic and Financial Affairs Council, ECOSOC: Employment, Social Policy, Health and 

Consumer Affairs Council） 

 

 ステップ３で雇用ガイドラインが採択された後、欧州理事会での承認などを経て、各加

盟国政府から国別行動計画（NAPs）が提出される。そして、欧州委員会による実施レビュ

ーが行われ、将来の雇用に関する見通しなどを述べた共同雇用レポート（JER）が欧州委

員会によって提出される。そして、共同雇用レポートなどを踏まえて新たな雇用ガイドラ

インが採択される。1998 年から 2002 年までの第１期欧州雇用戦略は、１年間のサイクル

で政策協調プロセスが実施されていたが、2003 年から 2010 年の第２期欧州雇用戦略にお

いては政策協調サイクルが３年間に延長された。そのため、第２期欧州雇用戦略では雇用

ガイドラインが採択されるのは３年に一度だが、国別行動計画や共同雇用レポートは毎年

公表されている。 

第２期欧州雇用戦略への欧州労使パートナーの参画は、図１のステップ２にある成長

と雇用のための３者労使サミットにて行われていた。リスボン条約では、同サミットを労

使対話に貢献するものとして定めた（EU 機能条約 152 条）。サミットの参加メンバーは、

EU 議長及び労働社会大臣のうち２人、欧州委員会、労使パートナーであり、欧州理事長及
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び欧州委員会委員長が議長を務める。サミットの事務は欧州委員会の下に置かれており、

労使を代表する団体からそれぞれ 10団体ずつが労使パートナーとしてサミットへの参加を

認められる。サミットの主要な役割は、労使パートナーの優先事項を交換かつ欧州雇用戦

略などのプロセスへ労使パートナーを統合するための公式な場を用意するとともに、EU レ

ベルでの社会経済政策の実施する中で労使パートナーの効果的な参加を確保することであ

る32。一方、サミットは、労使パートナー協議のための EU レベルでの機関を設けることで、

国別行動計画策定プロセスにおける加盟国レベルの労使パートナーの不十分な統合の問題

を迂回するものとして批判的に捉えられることもある33。 

 また、欧州委員会はステップ１の段階で非公式的に欧州労使パートナーと協議している。

その際、パートナーとして選ばれる利益団体は UNICE や CEEP、ETUC など主要な欧州

労使パートナーであることが多く、上記の利益団体の加盟国支部を通じて得られた情報に

基づいたコメントを要求されることがある34。 

 その他、労使パートナーと欧州委員会の接触は労使対話委員会（Social Dialog Committee）

を通じても行われる。労使対話委員会とは、使用者と労働者及びオブザーバーとしての欧

州委員会によって構成される。労使対話委員会は年４、５回開催され、サブグループを設

置するなどされたが、個別のロビー活動の方が直接的に政策に関連している35。労使パート

ナーと欧州委員会の個別的な接触は１年を通じて行われており、ロビー活動を行う利益団

体と総局の性格によって関係性は異なる。例えば ETUC と雇用・社会・機会均等総局（EMPL）

はどちらかと言えば近しい関係であるのに対し、ETUC と経済・金融総局（ECFIN）はよ

り対立的な関係にあるとされる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
32 Umbach(2007), p.257 
33 Ibid., p. 257 
34 Ibid., p.261 
35 Ibid., p.258 
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結論                                        

本研究では、労使対話に基づく政策形成手法及びルクセンブルク・プロセスにおける成

長と雇用のための３者労使サミットを通じた、EU 雇用政策分野における政策形成過程への

労使パートナーの参画が、EU の正統性の確保に如何に貢献し得るのかを明らかにするため

に、以下のことを明らかにした。まず、第１節で、欧州雇用戦略を中心とする EU 雇用政

策を概観し、労使パートナーが EU 雇用政策における直接的な利害関係者となり得ること

を示した。また、第２節で、正統性の確保に関する国家における民主主義以外のアプロー

チが存在することを明らかにした後、一般的に EU における利益団体の参画が EU 政策形

成及び EU の正統性の確保に貢献し得ることを述べた。更に、第３節では、労使対話に基

づく政策形成過程及び成長と雇用のための労使サミットへ参加する欧州労使パートナーの

特徴として、EU レベルの利益団体としての包括性や代表性を示し、労使対話に基づく政策

形成手法及びルクセンブルク・プロセスにおける欧州労使パートナーの参画の様態を概観

した。その結果、労使対話に基づく政策形成手法や成長と雇用のための３者労使サミット

によって EU 雇用政策分野における欧州労使パートナーの参画が制度化されることは、EU

の正統性の確保に一定の貢献をするものの、その効果は限定的であると結論付ける。 

 EU政策形成過程への欧州労使パートナーの参画がEUの正統性の確保に如何に貢献する

のかについては、第２章で述べた正統性の６つの要素を用いて以下のように説明できる。

まず、労使対話に基づく政策形成手法及び成長と雇用のための３者労使サミットによって

欧州労使パートナーの参画の機会が確保されることは、EU における全ての労使団体の「参

加」を意味しないものの、彼らの利害は欧州労使パートナーによって包括的に表明される

ことから「代表性」の向上につながる。また、政策におけるより直接的な利害関係者から

の情報の入手や利害関係者間の合意形成の場としての欧州労使パートナーの参画は、EU 雇

用政策の「有効性」に大きく貢献すると考えられる。 

 しかし、欧州労使パートナーの参画の機会が制度化されることは、必ずしも EU 市民全

体の利害表明の機会が増えることを意味しない。とりわけ、労使対話に基づく政策形成手

法では、欧州議会が政策に関与する権限を剥奪してしまうため、EU 市民全体の意見が代表

される機会が失われる。欧州労使パートナーは確かに EU レベルで包括的な利益団体では

あるが、彼らが代表する利害はあくまでも労使に関する利害関係者のものであり、EU 市民

全体の利害は代弁出来ない。つまり、欧州労使パートナーの EU 政策形成過程への参画を

通じては EU 市民の一部である労使関係者の利害しかインプットすることが出来ず、また

それは他の EU 市民の利害をインプットする機会とトレードオフになる可能性があること

から、EU の正統性の確保に対する欧州労使パートナーの参画の効果は限定的であると考え

られる。 

また、労使対話に基づく政策形成手法及びルクセンブルク・プロセスの実態を考慮した

際、労使パートナーの参画が EU の正統性の確保に与える影響の大きさは限定的であると

考える。まず、労使対話に基づく政策形成手法を用いて策定された政策は、これまで指令
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３件・自主協約３件の計６件のみと極めて少なく、その内容も育児休業やパートタイム労

働など内部労働市場に関する限定的なものである。現在の EU 雇用政策は欧州雇用戦略を

中心としており、労使対話に基づく政策形成手法が用いられること今後も少ないだろう。

そのため、労使対話に基づく政策形成手法を通じては、欧州労使パートナーの参画が EU

の正統性に影響を与える機会が少なく、その効果は限定的であると考えられる。一方、欧

州雇用戦略における政策協調手法であるルクセンブルク・プロセスでは、加盟国で実施す

る政策の決定権限は加盟国にあるため、雇用ガイドラインを始めとする EU レベルの政策

が持つ影響力が小さい。つまり、ルクセンブルク・プロセスによって実施される欧州雇用

戦略では、EUの正統性の確保が重大な問題に発展する程の権限をEUは持っていないので、

欧州労使パートナーの参画の効果も限定的であると言える。 

 以上を踏まえて、最後に、リスボン条約で労使パートナーの役割が公式に認識された

背景には、直接的な政策における利害関係者の参画の機会を増やすことでより効率的かつ

効果的な政策形成及び実施を行おうとするEUの意思があるのではないだろうかと考える。

第３節で述べたように、EU は、より多種多様な利害関係者の利益を反映させるために全て

の利益団体に開かれた参画の機会を用意しようとする一方で、効率的かつ効果的な政策形

成に貢献する一部の利益団体とより深い結びつきを持つ。つまり、EU はその政策形成過程

において公平性と効率性・有効性という相容れない目的を追求していると考えられる。欧

州労使パートナーは全ての加盟国を代表する複数の団体で構成される労使団体であるため、

欧州労使パートナーを政策形成のパートナーとすることでより効率的かつ効果的な情報収

集や利害調整が行える。つまり、労使パートナー役割を重要視する近年の EU の動きは、

欧州労使パートナーの参画を通じて、公平性以上に効率性や有効性を重視しようとする EU

の方向性を表しているのかもしれない。 
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